　　　　　　　　技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針
平成２０年３月

島　　根　　県

　　はじめに
　　　　
　　　島根県の財政は、非常に厳しい状況にあり、財政の健全化は「待ったなし」の課題となっています。
本県では、県財政の健全化に向けた取組みとして、平成８年度から「地方分権・行財政改革大綱」に基づき他県に先駆けて地方分権の具体化に着手し、市町村への権限委譲の推進や県・市町村間の財政秩序の確立、組織の見直しなど「地方分権・行財政改革」に取組み、平成14年度には簡素で効率的な行財政運営を目指し「新行政システム推進計画」と「行財政健全化指針」を策定して様々な改革を進めてきました。
　　　平成16年度には、国・地方を通じた厳しい財政状況を踏まえ「中期財政改革基本方針」を定め、概ね10年後における収支均衡体質への転換を視野に、構造的収支不足の圧縮を目標に掲げ、当面の財政危機の克服と行財政運営の抜本的な見直しに取組んだところです。
　　　また、平成17年度には、国から示された「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」により、現在進行中の計画の実施状況と向こう５年間の取組みをとらまえた「県行政に関する集中改革プラン」を策定し、「定員の管理」や「給与の適正化」「民間委託等の推進」などについて具体的目標を明示したところです。
　　　しかしながら、現在国が進めている国・地方を通じた歳出改革の取組みに伴い、一段と厳しい財政運営を余儀なくされており、そのため平成19年10月には、この危機的な状況にある県財政について概ね10年後の収支均衡を目指し、「聖域なき見直し」や「予算の重点配分」「内なる改革の徹底」などを改革の基本的な方向性として「財政健全化基本方針」を定め、更なる行財政改革に取組むこととしているところです。
こうした取組みの中、技能労務職員の給与については、同種の民間事業の従業者に比較し、高額となっているという批判があり、「骨太の方針２００７（平成19年６月19日閣議決定）」においては、「公務員給与について、特に民間事業者と比べて水準が高いとの指摘のある地方の技能労務職員を始めとして、地域の民間給与をより一層反映させることとし、可能なものは平成20年度からの実施に取組む。」こととされたところです。
　　　この度、国から「技能労務職員等の給与等の総合的な点検の実施について（平成19年７月６日総務省自治行政局公務員部長他通知）」により技能労務職員等の給与等について総合的な点検を行い、その現状、見直しに向けた基本的な考え方、具体的な取組内容等を住民にわかりやすく明示した取組方針を公表することを要請されたところです。
このような状況を踏まえ、これまでの取組みを含め技能労務職員の給与等の総合的な点検を行い、定員の削減や給与の削減について具体的な目標を明示しました。

　　現　状
１　給与に関する事項
（１）　給与の根拠規定
　　　　地方公務員法（以下「地公法」という。）第57条では、技能労務職員についての地公法の特例を定めており、この規定を受けた地方公営企業等の労働関係に関する法律（以下「地公労法」という。）附則第５項で、身分取扱いについては、地公労法（第17条を除く）及び地方公営企業法（以下「地公企法」という。）第37条から第39条の規定を準用することとされています。
　　　　技能労務職員の給与は、地公企法第38条第3項で「生計費、同一又は類似の国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の給与、当該地方公営企業の経営状況その他の事情を考慮して定めなければならない。」と規定されているところです。
　
	地公法
	地公労法
	地公企法

	第57条
　単純な労務に雇用される者その他この法律に対する特例を必要とするものについては、別に法律で定める

	附則第５項
地公法第57条の単純な労務に雇用される一般職の地方公務員の身分取扱については、特別の法律が施行されるまでは、この法律及び地公企法第37条から第39条までの規定を準用する。
第７条
　勤務条件等に関する事項を団体交渉の対象とし、これに関して労働協約を締結する。（第１項）
	第38条
企業職員の給与は、生計費、同一又は類似の職種の国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の給与、当該地方公営企業の経営の状況その他の事情を考慮して定めなければならない。（第3項）
第39条
地公法中適用しない規定【主なもの】
　人事委員会の勧告等（地公法第14条第２項・26条）　


（２）　給料表

　　　 給料表は、職員の職務の困難及び責任の度に基づいて級が定められており、島根県の技能労務職員の給料表の構成は職階の数に応じ２級構成となっています。
　（３）　諸手当
　　　 給料表以外の諸手当は一般職員に準じて支給されていますが、主な手当は以下のとおりとなっています。
　　　 扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当、特地勤務手当、特地手当に準ずる手当、災害派遣手当、退職手当

　
（４）　初任給等
　　　 新たに技能労務職員として採用された際の号給（初任給）の基準については、運転技師、施設管理技師及び調理師のように業務にあたり免許を必要とする職種である「技能労務職（甲）」と、それ以外の職種である「技能労務職（乙）」でそれぞれ次のとおりとなっています。
                                 　　　初任給基準表　　　　　　　[平成19年４月１日現在]
	職　種
	例
	学歴別
	初任給

	技能労務職（甲）
	運転技師、施設管理技師
	
	１級17号給　152,600円

	技能労務職（乙）


	守衛、校務技術員
	高校卒
	１級13号給　146,700円

	
	
	中学卒
	１級１号給　 133,100円


　　　　　　　　
　　　昇給については一般職員と同様な制度となっており、１月１日（昇給日）前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行うこととなっています。良好な成績で勤務した職員の昇給の号給数は４号給を標準として決定することとなっています。

　　　
２　給与に関するデータ

（１）　島根県の給与の状況

島根県の技能労務職員の平均給与の状況は次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[平成19年４月1日現在]　　　　　　　　　　

	区　分
	島根県

	平均給与月額
	356,234円


	平均年齢
	48.0歳


※　平均給与月額及び平均年齢は、平成19年4月実施「地方公務員給与実態調査」のデータを使用している。

※　「平均給与月額」は、給料（給料の調整額を含む。）の月額と毎月支払われる扶養手当及び住居手当等の諸手当（特殊勤務手当、通勤手当及び時間外勤務手当等の実費弁償又は実績支給である給与は含まない。）の合計額である。
（２）　国家公務員の給与の状況　　　

　　国家公務員の技能労務職員の平均給与の状況は次のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[平成19年４月1日現在]　　　　　　　　　　

	区　分
	国

	平　均

給与月額
	320,514円

	平均年齢
	48.8歳


※　平均給与月額及び平均年齢は平成19年国家公務員給与実態調査報告書（人事院給与局）のデータを使用している。

※　「平均給与月額」は、俸給（俸給の調整額を含む。）の月額と毎月支払われる扶養手当及び住居手当等の諸手当（特殊勤務手当、通勤手当及び時間外勤務手当等の実費弁償又は実績支給である給与は含まない。）の合計額である。
（3） 　都道府県平均の給与の状況　　　

他の都道府県の技能労務職員の平均給与の状況は次のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[平成18年４月１日現在]
	区　分
	都道府県平均

	平均給与月額
	369,179円

	平均年齢
	47.6歳


※　平均給与月額及び平均年齢は、総務省がホームページで「地方公務員の給与水準（平成18年地方公務員給与実態調査結果の概要）」として公表しているデータに基づき計算したものである。
※　「平均給与月額」は、給料（給料の調整額を含む。）の月額と毎月支払われる扶養手当及び住居手当等の諸手当（特殊勤務手当、通勤手当及び時間外勤務手当等の実費弁償又は実績支給である給与は含まない。）の合計額である。
　　　（参　考）
　　　　　現時点では平成19年4月の他都道府県のデータがそろわないため、調査時点を平成18年4
月としています。
　　　　　なお、島根県の技能労務職員の給与の状況は、平成18年4月時点で352,479円であり、都道府県平均以下となっています。また、全国の順位は38位となっています。

　　
（4） 　民間従業者の賃金の状況
1 賃金センサス(厚生労働省調査）

　　  　民間従業者のデータとして､厚生労働省の賃金構造基本統計調査（賃金センサス）のデータが公表されています。このデータを使用し総務省で計算された島根県の技能労務職員と類似の職種である守衛及び自動車運転手の島根県内民間事業者のデータは次のとおりです。なお、用務員については、都道府県別の数値が賃金構造基本統計調査（賃金センサス）では公表されていないため、全国計を参考に載せています。

しかし、この民間事業者のデータは平成16年、17年、18年の各年６月分の平均値が使用されており、短期雇用職員が含まれていること、対象職種及び人数が少ないこと、ラスパイレス比較が行われていないなど、公民比較をするには適さないと思われます。
[平成16年～18年の各６月の3ヵ年平均]
	職種名
	平均年齢
	平均給与月額

	守衛
	62.8歳
	184,600円

	自動車運転手
	48.1歳
	268,100円

	用務員
	53.9歳
	227,200円


※　データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成16年～18年の各６月分の３ヶ年平均）
※　平均給与月額は賃金センサスにおける「きまって支給する現金給与月額」。基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当などが含まれるほか、超過労働給与額も含まれる。
※　非正規職員及び短期雇用職員を含む。
2 職務別民間給与実態調査（人事院調査）
人事院が、一般職国家公務員の給与を検討するため、平成19年４月現在における民間給与の実態を調査した「職務別民間給与実態調査」中の、全国の技能・労務関係の職種のデータは次のとおりです。

[平成19年４月１日現在]
	職種名
	平均年齢
	平均給与月額

	守衛
	53.7歳
	417,381円

	自動車運転手
	52.6歳
	315,460円

	用務員
	51.7歳
	400,804円


※　データは、平成19年職種別民間給与実態調査において公表されているものを使用している。(平成19年4月現在)

※　「平均給与月額」は、職種別民間給与実態調査における「きまって支給する給与」。基本給、年齢給、勤続給、地域給、寒冷地手当、能率給、家族手当、住居手当、精勤手当、職務手当、通勤手当、役付手当、超過勤務手当、夜勤手当、休日手当等月ごとに支給されるすべての給与を含めたものをいう。

※　臨時の従業員及び役員を除く。

　　これまでの取組内容
１　定員の削減
業務については、平成17年４月から10年以内に職種（業務）を廃止・縮小することとし、計画的に取組んでいます。見直し方針を定めるにあたり、事務事業の廃止・縮減などの見直しにあわせ、低コストで質の高い行政サービスを提供するために個別の業務の点検を行い、廃止・縮小・民間委託等の対応方針を整理し計画的に見直しを実施しています。
【見直し方針】
①　社会経済状況の変化にともない行政需要が縮小した業務については、廃止・縮小する。
②　効率的な運営ができる業務や常時一定の職員を配置する必要にない業務については、民間委託や非常勤嘱託により対応する。
③　行政職員が行うことが適切であると考えられる業務については、行政職員の業務に振替する。

④　見直し期間中は、新たな現業職員の採用は停止する。

⑤　職員が持てる能力を十分発揮し、職員一人ひとりが意欲と情熱を持って、いきいきと働くことができるように取組む。
２　給与の削減
給与については、平成15年４月からは給与の特例減額措置を行っており、その上に平成18年4月の給与構造の見直しに伴い、地域の民間給与をより的確に反映するために、給料表を平均4.8%引き下げ、技能労務職員の総人件費の削減に取組んでいるところです。

　　また、諸手当については、社会経済状況の変化に伴い、必要性が低くなった手当の見直しを随時行っているところです。
【給与の構造の見直し（平成１８年度～）】
1 地域の民間給与を的確に反映するために、給料表を平均4.8%引き下げた。
②　特別昇給を廃止し、定期昇給とあわせ、年1回の昇給とした。

③　給料の最高号給を超えた昇給を廃止した。

④　57歳以上の技能労務職員については、通常４号給昇給するところを２号給昇給するこ

ととし、昇給の抑制を図った。
　　　　　

【特例減額】
1 平成15年４月から給料の特例減額を実施しており、技能労務職員については、３％の減額を実施した。
2 平成16年８月からは、給料の減額率を４％～５％に引き上げ、更なる特例減額を実施した。
③  平成17年４月からは給料の減額率を６％に引き上げるほか、給料月額を基礎とする諸手当についても３％又は６％の特例減額を実施し、現在に至る。

　　　　　　　　　　　　　　　技能労務職員の特例減額の経緯　　　
	　　　　 区　分
	15年度
	16年度
	17年度
	18年度
	19年度

	技能労務職


	給　料
	３％
	４～５

　％
	６％

	
	諸手当


	
	３％又は６％


【給与改定】

　　　平成19年10月18日に人事委員会から職員の給与等に関する報告及び勧告がされ、平成19年４月における職員と民間企業従業員の給与を比較し、国や他の都道府県の動向を踏まえ、給料や諸手当等の改定の勧告が出されたところです。その中でも期末勤勉手当については、職員の支給月が民間事業所のよりも上回っており、昨年に比べその差が拡大している状況にあり、広く県民の理解を得るために、地域の民間事業所の支給実態をより反映したものとする必要があると判断され、０．１月～０．２月引き下げることとされました。
　　　技能労務職員についても一般職員に準じて、同様な措置をすることとして、次のとおり改正したところです。
　　　　　　　　　　期末手当・勤勉手当の改正内容
	年度
	改正の概要

	１９年度
	４．４５月　⇒　４．３５月

	２０年度
	４．３５月　⇒　４．２５月


　　　（参考）国の改正内容

	年度
	改正の概要

	１９年度
及び２０年度
	　　４．４５月　⇒　４．５０月　


【主な諸手当の改正（平成１６年以降分）】

①　退職時特別昇給の廃止【平成17年１月１日】

②　寒冷地手当の廃止【平成16年度】

③　放射線取扱業務従事手当の廃止【平成16年度】

④　製材作業従事手当の廃止【平成16年度】

⑤　地下タンク貯蔵所内作業従事手当の廃止【平成16年度】

⑥　退職手当の支給率の改正【平成16年１月１日、平成18年４月１日】
⑦　変則勤務手当の廃止【平成18年度】

⑧　家畜飼育作業従事手当（教育委員会）の廃止【平成18年度】

⑨　技能労務職員に係る給料の調整額の廃止【平成20年１月１日】

　　今後の見直しに向けた基本的な考え方

現状及びこれまでの取組内容を踏まえ､今後の技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針を次のとおりとし、総人件費の抑制に徹底して取組みます。
	（１）　定員の削減
　現業業務の見直し方針に基づき、大幅な職種の廃止・縮小・民間委託等を計画的に実施し、平成17年度に400名を超えていた技能労務職員数を、10年後には概ね200名に削減します。
（２）　給与の削減
　　財政健全化基本方針に基づき、給与の特例減額を、平成20年度以降、概ね10年後において県財政の収支均衡を達成するまでの間行う必要があります。減額率は、平成20年度から平成23年度までは現行の率とし、その後は、県財政の収支の状況等を勘案して対応します。
　　　また、諸手当については、引き続き社会経済状況の変化に応じた見直しを行います。




　　具体的な取組内容
１　定員の削減
（１）職員数削減の見込み
　　　職種（業務）数の縮小にともない、全部局で平成17年当時400人を超える技能労務職員が、10年後には概ね200名まで半減することとなります。
（２）業務の見直しにより廃止する職種

　　　①電話交換手　②守衛　③庁務員　④応接員　⑤指導技術員　⑥施設管理技師

　　　⑦営繕技術員　⑧医療技術員　⑨ダム管理技師　⑩水道管理技師

（３）業務の見直しにより縮小する職種

　　　①運転技師　②調理師　③予防技術員　④農林水産管理技師　⑤土木管理技師

　　　⑥校務技術員
（４）職員数（見込）・職種数（業務数）の状況
　　　知事部局：12職種（13業務）　⇒　５職種（６業務）
　　　病院局　：５職種（５業務）   ⇒　１職種（１業務）

　　　企業局　：３職種（３業務）   ⇒　全廃
　　　教育庁　：３職種（３業務）   ⇒　現行どおり（人員は縮小）
【現業業務見直しの内容】
①　知事部局
	職　　種


	主な業務内容

	　　　

見直し内容

	現行
	21年度
	将来
(10年後)

	１

	運転技師

	公用車の運転

	業務縮小（３役車、議長車、県庁、合庁へ一部配置）
	　98
	40
	　14

	２

	電話交換手

	電話交換

	県庁は民間委託
地方機関は行政職員の業務に振替
	　15
	　２
	

	３

	守衛
	県庁舎の秩序維持
	民間委託
	　11
	　６
	

	４

	庁務員
	文書の収受発送
	業務廃止
	　１
	
	

	５

	応接員
	県庁の案内
	行政職員の業務に振替
	　１
	
	

	６
	調理師
	福祉施設等の調理
	施設を民間移管
一部嘱託化
	６
	　２
	１

	７


	予防技術員

	犬の捕獲、引取り

	輸送などを民間委託
	　９
	６
	　６

	８


	指導技術員

	授産Cの授産指導

	施設を民間移管
	　３
	　
	

	９


	施設管理技師
	庁舎、宿舎の保守管理・修繕
	行政職員の業務へ振替
一部民間委託
	　35
	　
	

	10


	営繕技術員
	庁舎、宿舎の保守管理・修繕
	行政職員の業務に振替
	　１
	
	

	11


	農林水産管理技師
	試験研究機関の栽培。飼養管理
	一部嘱託・民間委託
	　54
	　44
	　33

	12

	土木管理技師

（道路パトロール）
	道路パトロール、

道路補修
	５年間は現在の体制を継続（将来は形態を改めて判断）
	57
	　56
	56

	
	　　〃

（その他）
	道路、河川、空港、港、ダムの管理
	行政職員の業務に振替
嘱託化、５年間は現在の体制を継続
	28
	　11
	５

	　　職員数計
	
	　319
	167
	115

	
	
	職種数（業務数）
	12(13)
	7(8)
	5(6)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※現行は16年４月時点
②　病院局

	職　　種


	主な業務内容

	　　　

見直し内容

	現行

	21年度
	将来

(10年後)


	１


	運転技師

	公用車の運転

	民間委託
	　３
	
	　

	２


	調理師

	病院の調理

	中央病院は10年間は現在の体制を継続（将来の形態は改めて判断）

湖陵病院(現こころの医療センター)は民間委託
	　

33
	23
	　

22

	３


	施設管理技師
	病院、宿舎の保守管理・修繕
	行政職員の業務に振替

一部民間委託
	　８
	　
	

	４


	営繕技術員
	病院、宿舎の保守管理・修繕
	行政職員の業務に振替

一部民間委託
	　３
	
	

	５


	医療技術員
	看護・リハ業務の補助、医療事務、診察材料等の管理
	行政職員・医療職員の業務に振替　一部臨時職員化・民間委託
	　８
	
	

	　　職員数計
	
	　55
	23
	22

	
	
	職種数・業務数
	　５
	　１　
	　１


※現行は17年４月時点
③　企業局

	職　　種


	主な業務内容

	　　　

見直し内容

	現行
	21年度
	将来

(10年後)


	１


	運転技師

	公用車の運転

	業務廃止
	　１
	
	　

	２


	ダム管理技師

	ダムの管理

	行政職員の業務に振替

一部嘱託化
	４
	
	　

	３


	水道管理技師
	水道の管理
	嘱託化
	　２
	　
	

	　　職員数計
	
	　７
	
	

	
	
	職種数・業務数
	　３
	　　
	　


※現行は17年４月時点
④　教育委員会

	職　　種


	主な業務内容

	　　　

見直し内容

	現行

	21年度
	将来

(10年後)


	１


	校務技術員

	県立学校の環境整備、施設管理など
	一部嘱託化
	　58
	50
	　50



	２


	介助員

	特別支援学校の生徒介助
	現行どおり
	15
	15
	15　

	３


	調理師
	特別支援学校の調理
	現行どおり
	　３
	　３
	　３

	　　職員数計
	
	　76
	68
	68

	
	
	職種数・業務数
	　３
	　３
	　３


※現行は17年４月時点
２　給与の削減
（1） 給与の特例減額の実施
　　　　平成19年10月に策定された「財政健全化基本方針」において給与の特例減額（給与カット）は、平成20年４月以降、概ね10年後において県財政の収支均衡を達成するまでの間行うこととしています。

技能労務職員の減額率は、平成20年4月から平成24年３月までは給料は６％の減額、給料が連動する手当については６％（若年層については３％）とします。
（２）　手当の見直し
特殊勤務手当については、社会状況の変動等に伴い、平成20年4月から次のとおり見直すこととします。
※見直し内容
	手当名
	内　容

	犬、猫捕獲等作業従事手当
	一部業務の委託により支給対象業務を見直すとともに、月額手当を勤務実績に応じた手当支給となるように日額化にします。

	福祉業務従事手当
	月額手当を勤務実績に応じた手当支給となるように日額化にします。
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